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「第1期長野県高等学校再編計画」の決定にあたって

長野県高等学校教職員組合

はじめに
本日長野県教育委員会第893回定例会において「第１期長野県高等学校再編計画」が確定しました。この「計画」には「計画案」の段階でパブリックコメントが募集され、長野高教組としても別紙のコメントを提出してきました。

　しかし、本日決定された「計画」は残念ながらこのコメントを尊重されたものとは到底言い難く、遺憾の意を表さざるを得ません。とりわけ、この間の議論が生徒・保護者・地域・現場教職員の十分な検討を保障しない形ですすめられたことは、2007年6月の「高等学校改革プランの今後の進め方について」で県教委が「この間の高校再編への取り組みを振り返ると、計画策定に至る手法や平成19年度に一斉に実施するという進め方などに無理があり、地域の理解が十分には得られなかった。県教委としてはこのことを重く受け止め、今後に生かしていかなくてはならないと考える」と反省した同じ轍を踏むものであり、今後に禍根を残すものとなったと言わざるを得ません。

　こうした状況を踏まえ、教育委員会が本日決定された「計画」に固執することなく、今後も県民的な論議をすすめる中で、「計画」の柔軟な取り扱いをするよう改めて強く求めるものです。

また、そうした「計画」の柔軟な取り扱いを前提に、別紙パブリックコメントの再検討をするよう求めるとともに、とりわけ以下2点について強調するものです。

教育条件整備に関わって
まず第１に、「計画」が示したいくつかの学校統合計画や新たなタイプの学校の設置計画においては、その設計に生徒・保護者・地域・現場教職員の意見を反映させ、充分な教育環境が整えられるよう、予算的措置・人的配置も含めて検討するよう要請します。

例えば、総合技術高校の設置が検討されている須坂地区では須坂園芸高校と須坂商業高校の統合が計画されており、その中に地元の要望も踏まえて金型産業などを中心とした工業科を設置する方向で検討が進められていると報じられていますが、元々農業科（園芸科）の学校に全く設備のない商業科と工業科を導入するとするならば、相当の設備投資と人的配置も必要です。これをインターンシップだけに頼るような安易で安価な計画であってはなりません。

また、同じく飯田工業高校と飯田長姫高校を統合して総合技術高校の設置が計画される飯田地区では飯田長姫高校の敷地内にこれを拡張することなく工業棟を5階建で詰め込むといった計画では教育環境の劣化は避けられません。

更に、先行してすすめられている中野立志館、丸子修学館、塩尻志学館などの総合学科高校や松本筑摩、箕輪進修の多部制単位制高校ではその単位制としての特徴を発揮するために多様な教科目が設置されながら充分な人的配置や予算措置が無いために、その運営が現場の教職員の努力に依るところが多く、様々な困難が報告されています。新たに計画された東御清翔高校の多部制単位制化にこの教訓が生かされないならば、東御清翔高校も新たな困難を背負うことが危惧されます。

こうしたいくつかの例を見ただけでも、統合などによる新高校の設置にあたっては、その設計を慎重にすすめるとともに、その裏付けとなる予算措置、人的配置がなんとしても確保されなくてはならないことがわかります。例示した地域に限らず、旧第1通学区、旧第6通学区、旧第10通学区、旧第12通学区での再編も含めて、生徒・保護者・地域・現場教職員の意見に耳を傾けるとともに充分な予算的措置・人的配置を講ずることを改めて強く要請します。

併設型中高一貫高校の設置について
第2に、計画されている併設型中高一貫校の設置については、高教組としては反対することを改めて表明するものです。

旧第４通学区（更埴地区）では「計画案」が確定する直前の２月23日、前年の11月に急拵えされた「旧第４通学区の高校教育を考える会」がわずか４回だけの会議を経て「旧第４通学区高等学校長会」と連名で県教委に対して要請書を提出し、その要請事項の一つとして屋代高校への「併設型中高一貫校」の導入を早期に検討することを上げました。しかし、この要請書の各校の改革案については、各校教職員は全く知らない中でつくられ、「考える会」の中でも各校の関係者は他校の計画に合意したものではないことが伝えられています。そのことは要請書と同時に提出された「補足説明」の中で、他校の同窓会が「中高一貫化は、エリート化、中等教育の複線化、学校選択の不公平、中学受験の弊害等の問題点があるので慎重に論議してほしい」と要望していることからも伺えます。この地区への「併設型中高一貫校」の導入要請が、地域や学校現場での十分な論議によるものではなく、ごく一部の人による要請事項であることは明らかです。そのことから、高教組更埴支部では、3月、県教委に対して慎重な検討を求める要請を行いました。

本日の教育委員会に提出された当該学校長からの要請文書は当該校の職員会では多くの反対意見や慎重論もあるなかで、学校長の判断と責任において提出されたものです。

一方、旧第７通学区（諏訪地区）では、県教委案を受ける形で、5月21日、私企業である「いずみ家庭教師塾」の主催する「諏訪地区高校再編に関して」と題するシンポジウムが開かれ、その中で県教委高校教育課の指導主事２名が「再編計画案」について説明し、諏訪地区における「新たなタイプの学校」の導入を第１期再編計画の中で考えたい旨を力説しました。この会議には県議会文教委員長も出席し、改革の遅れを強調し、諏訪地区で改革をすすめるためのテーブルを作ることの必要性を訴えました。シンポジウムは主催「塾」が作成した県内高校の偏差値ランキング表が資料として配られるなど、その狙いが私企業の経営方針と重なるものであることが見て取れますが、こうした動きをとらえて教育委員会が「再編計画」の推進に利用しようとすることは、看過できないものです。

国会の付帯決議が示す問題
「中高一貫校」は1997年の中教審第２次答申でその導入が提言され、1999年の「学校教育法の一部を改正する法律」の成立によって全国に急速に広げられました。この法律の審議過程では「中高一貫校」の導入が「エリート校につながるのではないか」「受験競争の低年齢化を招くのではないか」等の問題点が指摘され、

◆受験準備に偏したいわゆる「受験エリート校」化など、偏差値による学校間格差を助長することのないように十分配慮すること

◆入学者の選抜にあたって学力試験は行わないこととし、学校の個性や特色に応じて多様で柔軟な方法を適切に組み合わせて入学選抜方法を検討し、受験競争の低年齢化を招くことのないように十分に配慮すること

が衆参両院の付帯決議としてもりこまれました。文科省も「付帯決議の内容に十分留意」するよう通知を出しました。

懸念されるエリート進学校化
しかし、その後全国につくられた中高一貫校の現状を見ると、その多くが適性検査と称して学力検査を実施し、エリート進学校化しています。昨年末政府内閣府「規制改革会議」は公立の「中高一貫校」に対して、「塾通いなどが必要で、高額所得者が有利になる」「公立が担うべき役割を明確にすべきだ」と「抜本的な改善」を求める答申を行ないました。これを受け、文科省は今月にも中央教育審議会で議論を始める考えであると報道（朝日2009年5月11日付）されています。

受験競争を小学校段階へ低年齢化
「難関化して小学校の勉強では合格できず、公教育として問題だ」との指摘が報道（同前）されるように、長野県において「併設型中高一貫校」を設置すれば、併設された県立中学に入学するために全県の小学生が受験競争に駆り立てられる可能性が十分に考えられます。そのことが子どもたちの健全な育ちを大きくゆがめることが懸念されます。また、経済格差が学力格差に直結しているといわれる日本の状況の中で、早期選抜により一部児童生徒を優遇する制度を公的につくることにも大きな問題があります。

一方、進学に特化せず、高校入試のない「ゆとりある環境」をうたい文句とした香川県の県立中高一貫校は学力低下が問題となり定員割れを起こし、今年度募集停止に追い込まれました。愛媛や徳島、岡山でも定員割れがあり、高知でも定員ギリギリという状況が報道（四国新聞2008年2月10日付）されています。

地元市町村立中学の「空洞化」も
昨年度9月に開かれた第60回日本教育社会学学会に報告された「中学校選択の構造に関する考察」と題するレポートでは、子ども・保護者調査のまとめとして、公立中高一貫校の受検について「（地元の公立中学に進学する）層と比べると、暮らし向きが豊かで学歴が高い保護者が多い」とした上で、「誰でも参入できる競争ではない」とし、「優秀な生徒を地域の公立中学校から奪う結果になりかねない。地域の公立中学校が空洞化しないような方策もあわせて考える必要があるだろう」と述べています。

県内に県立の中学が県立の高校に２校だけ併設されるとするならば、地元公立中学の「空洞化」は避けられず、そのことが長野県の公立中学校の教育を大きくゆがめることになることも心配されます。また、この制度は、戦前の複線型教育を改め、すべての子どもたちの学習権を保障する単線型の教育制度を目指した戦後民主教育の基本理念からもはずれるものと言わざるを得ません。

「良い子」採り競争ではなく、すべての高校生に豊かな学力を
　文科省の締めつけの下、全国で高校の多様化、入試の多様化が進められる中で、長野県でも十分な検討・検証もないまま、様々なタイプの高校が導入されようとしています。入試制度についても「自由な選択を可能にする」ことを口実に通学区が拡大され、その結果として、中卒者の地域からの流出入が激化し、高校間格差がより細分化された形で顕在化してきています。その中で入学生徒確保のための「魅力づくり」競争が学校現場に強いられています。一方で、県「教育振興基本計画」が大学現役進学率の数値目標を定めるなど、大学受験指導の競争を各校に強いることも陰に陽に行われています。そうした圧力の下、現場の教職員の中でも「（点数のとれる）良い子を入学させたい」という自然な感情が生まれていることも事実です。しかし、そうした「良い子」採り競争は、高校での学習を希望するすべての生徒への十分な教育の保障を求める県民の願いとは相容れません。私たち高校現場で働く者の責務は、入学者を選りすぐることではなく、入学してきたすべての生徒に確かな学力を保障することのはずです。

県教育委員会がそのことに改めて立脚して、すべての県民の声に耳を傾け、今後の高校教育の改革と発展のために尽くすことを強く要望するものです。
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